医薬品等の製造販売後調査契約書(副作用・感染症調査)
製造販売後調査受託者　独立行政法人地域医療機能推進機構北海道病院（以下「甲」という。）と製造販売後調査委託者　    株式会社（以下「乙」という。）は、医薬品等の製造販売後調査(副作用・感染症調査)（以下「本調査」という。）の実施に関し、次のとおり契約を締結する。
（本調査の内容及び委託）

第1条 甲は乙の委託により本調査を受託し、次のとおり実施するものとする。 
（1） 調査対象品：
（2） 調査目的　：調査対象品の製造販売後における副作用・感染症情報の収集
（3） 調査症例数：　例（　症例あたり　 調査票）

（4） 調査実施の契約期間：(西暦)       年　   月  　 日 ～ (西暦)      年    月    日
（5） 調査担当責任医師：

（本調査に係る経費の請求等）

第2条 本調査の実施に関して甲が乙に請求する経費は、別途「製造販売後調査経費明細書」により定める。
　２　　乙は調査終了後実施調査票数に応じて、甲の発行した請求書に明記してある指定銀行口座に所定の期日までに振り込むこと。
　
（本調査おける法令等の遵守）
第3条 甲及び乙は、医薬品、医療機器等法の品質、有効性及び安全性の確認等の確認等に関する法律、GVP（「医薬品、医薬部外品、化粧品及び医療機器の製造販売後安全管理の基準に関する省令」）並びにGPSP（「医薬品の製造販売後の調査及び試験の実施の基準に関する省令」）を遵守するものとする。
　２　　甲は、規制当局（厚生労働省又は医薬品医療機器総合機構）によるGPSP実施調査を受け入れるものとする。

　３　　本調査を実施するにあたり、甲及び乙は、本調査の実施要綱並びに甲の定める手順書を遵守して行うものとする。

（本調査結果の公表と使用）

第4条 甲及び乙は、本調査結果を公表することが出来る。但し、甲が本調査結果を公表する場合は、事前に乙の承諾を得るものとする。

２　　乙は、本調査結果を厚生労働大臣への報告、本医薬品の再審査・再評価・効能追加の申請等の資料として利用する他、安全管理情報として利用することが出来る。
（本調査結果の帰属）

第5条 本調査を実施することで得られた知的財産権及び研究成果は、乙に帰属するものとする。
第6条 （機密保持義務）

第7条 甲は、本調査に関し、乙から提供された資料並びに本調査の結果得られた情報を前項第7条により研究成果の公表を行う場合のほか、第三者に漏洩しないものとする。但し、乙の事前の承諾を得た場合においては、この限りではない。

　２　　乙は、本調査に参加した被験者の個人情報保護に努め、第三者に漏洩しないものとする。

(透明性情報公開)
第8条 甲は、日本製薬工業協会等で定める「企業活動と医療機関等の関係の透明性ガイドライン」に則り、乙から甲への支払状況（研究費開発費等）に関する情報を公開することに同意する。なお、本条項の定めは、本契約終了後も本契約の終了した年度の対価支払についての公開分までは、有効なものとする。
　　　　(甲に関する情報)
         ・本契約に基づき乙が甲に支払った対価に関する情報
　　　　　　(甲の施設名、乙の会計年度(〇月から〇月)に支払のある契約件数・総額)
（協議事項）

第８条　本契約に定めにない事項、又は疑義が生じた事項について、その都度甲及び乙は誠意をもって協議
し、定めるものとする。

本契約締結を証するため本書を２通作成し、甲、乙記名押印の上各１通を保有するものとする。

 （西暦）　　　　年　　月　　日

　　
甲
所在地　札幌市豊平区中の島１条８丁目３番１８号
名称　　独立行政法人地域医療機能推進機構北海道病院

代表者　病　院　長　　　古　家　　乾　　　　　　　　印
　　
乙
所在地　
名称　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
